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　市では、平成18年３月に策定した「阿波市集中改革プラン」に基づき、持続可能な行政基盤を確立し、最少の

経費で最大の効果を挙げることのできる行政運営を推進するため、平成17年度から平成21年度までの５カ年を計

画期間とする行財政改革に取り組んでいます。このたび、平成18年度の取り組み状況が市民の代表者等により構

成される「阿波市行財政改革推進委員会」の協議を経てまとまりましたので、お知らせします。 
 
平成18年度の取り組み状況と効果 
　集中改革プランでは、事務事業の見直しをはじめ、定員管理及び給与の適正化や経費の節減合理化、財政の健全化など、

プランに掲げる推進項目に基づき、取り組みを実施しました。 

　実質、計画の初年度となる平成18年度は、歳入に関する取り組みは３項目、効果額に換算すると約３億2,000万円とな

りました。また、歳出に関する取り組みは26項目、効果額に換算すると約４億7,600万円となり、効果額の合計は約７億

9,600万円でした。 

　なお、平成18年度における効果計画額（７億9,073万円）に対して財政効果の達成率は100.66％となりました。主な取

り組み内容と効果は次のとおりです。今後とも市民の皆さんへのサービスの充実や将来にわたる行政基盤づくりに一層の

推進を図ってまいります。 

平成18年度歳入に関する取り組み 
　 

○自主財源の確保 

［課税の見直し］ 

　法人税割の統一を図った。　　　【効果19百万円】 

［税等の徴収対策］ 

　市税等収納率向上対策本部による徴収や、徳島滞納

整理機構を活用するなど、市税徴収の更なる向上を図

ったが、目標値はわずかに達成できなかった。 

 ［18目標値］ ［実績］ 

　・市民税…………… ９８．２％ ９８．０％ 

　・固定資産税……… ９６．１％ ９５．８％ 

　・国民健康保険税… ９３．０％ ９２．６％ 

　・介護保険料……… ９８．５％ ９８．５％ 

　・住宅使用料……… ７７．５％ ７６．８％ 

［未利用財産の売り払い等］ 

　未利用財産の処分及び工場誘致を行った。 

　　　　　　　　　　　　　　　 【効果301百万円】 
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平成18年度歳出に関する取り組み 
 

○簡素で効率的な組織機構の構築 

　・「企画部」を廃止し、５部から４部体制とした。 

　・防災対策課と管財課を統合し、防災対策課とした。 

　・まちづくり推進課とプロジェクト推進課を統合し、

企画課とした。 

　・税務課へ家屋現況調査室を設置した。 

 

○職員定数の適正化 

　・平成17年４月  1日職員数　　　　４９３人 

　　平成18年３月31日退職者　　　　－１０人 

　・平成18年４月  1日採用者　　　　　　０人 

　　平成19年３月31日退職者　　　　－１４人 

　・平成19年４月  1日採用者　　　　　　３人 

［18目標値483人］ ［計472人］【効果△97百万円】 

 

○給与等の削減 

　・三役等特別職の本給１０％の削減 

　・管理職手当の削減（△14.2～20.0％） 

　・特殊勤務手当、住居手当の見直し 

　・時間外手当の縮減　　　　　【効果△54百万円】 

 

○民間活力の導入 

　指定管理者制度の導入を積極的に活用し、利便性の

向上と経費の削減を図った。 

［指定管理者制度導入状況］ 

　・健康福祉施設……７カ所 

　・温泉観光施設……５カ所 

　・飲料水供給施設…４カ所 

　・集会所……………36カ所 

　・図書館……………４カ所　　　　　計　56施設 

【効果△34百万円】 
　 

○補助金の整理合理化 【効果△21百万円】 
　 

○内部管理経費の見直し（需用費等の削減） 

 【効果△68百万円】 
　 

○公共工事、事業のコスト縮減 

　一般競争入札の導入、随意契約の見直し等を行いコ

ストの縮減、適正化を図った。 【効果△32百万円】 
　 

○投資的経費の見直し 

　市単独事業の見直しと削減を行った。 

【効果△170百万円】 


